













































































大学、 87.8%)、「スポーツマーケティングJ(25大学、 61.0%)、「スポーツ産業J(23大学、 56.1%)
などを中心に地域スポーツ、スポーツ行政・政策、スポーツ法、スポーツ施設、スポーツメディ
ア、スポーツビジネス、インターンシップなどの科目が 10大学以上で開講されていることがわ
かった。スポーツカリキュラムの開講科目についてはNASPE/NASSM(全米体育学会/全米
スポーツマネジメント学会)が推奨する 10科目を7科目以上閑語している大学はわずか3大学
であった。体育学や経営学を専門とする既存の教員と非常勤講師が関連科目を担当するケースが
多く、経営系の学部ではコース設置後1-2年後に担当者を公募するケースが多くみられる。近
年、スポーツマネジメントカリキュラムが急増した背景には、国民の「スポーツビジネス」への
注目の高まりに加え、地方大学などの慢性的な定員割れの進行に歯止めをかける目的や大学の広
報手段として「スポーツマネジメント」が利用されている趣きもある。
2. rスポーツ産業関連研究室情報一覧」
日本スポーツ産業学会によって行った2∞8年会員アンケートに基づく情報では現在日の大
学研究室によりスポーツ産業関連の講座や授業が閑語されている。各研究室の卒論のテーマや就
職先実績などの報告がある.参考資料を提示した.
(資料 3) rスポーツ産業学関係研究室情動
(htゆ:/ /www.spo-sungr.jpjhtmlrelate./m_info.h凶より)
3.スポーツマネジメント教育の各大学の取り組み
同志社大学、立命館大学、順天堂大学、慶応義塾大学の取り組みについて参考資料を提示した。
(資料3) スポーツビジネス 大学・大学院特集J(スポーツビジネスオンラインより
h社p: / www.spor包:busin田s-on1主le.∞m/l
(文責長倉富貴)
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